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1 本県の概要



本県の概要
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1 本県の概要

人口 ８２万人
【平成30年／全国第41位】

面積 ２，４４１㎢
【平成30年／全国第42位】

県内総生産
（名目）

２兆７，５５６億円
【平成27年度／全国第44位】

市町 １０市１０町

１人あたり
県民所得

２，４１２千円
【平成27年度／全国第42位】

経済活動別 県内総生産第1次産業
2.9%

第2次産業
30.2%

第3次産業
66.0%

農林水産業
2.9%

製造業
24.1%

建設業
6.0%

卸売・小売業
8.2%

不動産業
10.4%

サービス業
16.3%

政府サービス
11.6%

その他
18.8%

輸入税等
1.7%

平成27年度
県内総生産

2兆7,556億円

・板のり収穫量 17億8,483万枚 【全国ｼｪｱ22.7%】

・ハウスみかん収穫量 6,990ｔ 【全国ｼｪｱ34.6%】

・シリコンウエハ出荷額 1,013億円 【全国ｼｪｱ23.6%】
(表面研磨したもの)

・このしろ生産額 2億4,900万円 【全国ｼｪｱ36.7%】

・普通教室の電子黒板整備率 128.8% 【全国平均26.8%】

本県の全国 Ｎｏ．１

唐津市

玄海町

伊万里市

有田町
武雄市

嬉野市
鹿島市

太良町

白石町

大町町
江北町

佐賀市

小城市多久市

神埼市

吉野ヶ里町

上峰町

鳥栖市

みやき町

基山町
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羽田

上海

成田

佐賀

約60分 約40分

約90分 約90分

約100分 約80分

約130分 約100分

約210分 約190分

本県の概要

7

1 本県の概要

佐賀県

九州を南北に走る九州自動
車道と、東西に走る長崎・大
分自動車道のクロスポイント
「鳥栖ＪＣＴ」を有し、福岡県、
長崎県、熊本県は１時間圏
内、九州全域、中国地方は
３時間圏内です。

本県は、九州の北西部に位置し、アジア大陸と近い距離に
あります。
九州佐賀国際空港から、国際線として、上海便（週４往復）、
台北便（週２往復）が運航しており、令和元年10月には西
安便（週３往復）が就航し、九州におけるゲートウェイ空港と
しての地位を確立することを目指しています。

新鳥栖駅

空 港

鉄 道

高速道路

長崎本線と鹿児島本線が
通るほか、平成２３年の九
州新幹線鹿児島ルートの
開業により、本州及び九州
内の主要都市への移動が
スムーズになっています。

博多 12分

鹿児島中央 1時間11分

広島 1時間18分

新大阪 2時間47分

新幹線
（最速）

新鳥栖⇔

※山陽・九州直通新幹線「さくら」利用の場合

※平成30年7月現在 高速道路利用

福岡市

長崎市

熊本市

大分市

鹿児島市

佐賀市 鳥栖市台北

2

⻄安

武雄温泉駅
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２ 本県の財政上の特徴



臨財債を除くいわゆるプライマリーバランスは
平成13年度以降黒字を維持

地方公共団体の財政力を示す財政力指数は平均より低い

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 備考

0.341
（0.492）

0.348
（0.502）

0.348
（）は東京都を
除く道府県平均

その中で、堅実な財政運営を着実に行っている結果

H 28 H 29 H 30 備考

93.4（96.7） 93.3（96.3） 93.3 （）は東京都を
除く道府県平均

H 28 H 29 H 30 備考

107.1（198.8） 112.2（201.1） 111.6
（）は東京都を
除く道府県平均

県債残高（臨財債除く）は17年連続減少
（ピーク：5,644億円（Ｈ13））

H28 H29 H30

3,906 3,852 3,833

H 28 H 29 H 30

臨財債除く 95 78 40

臨財債含む 105 108 93

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は

都道府県中 第９位（H29）

本県の財政上の特徴
２ 本県の財政上の特徴

健全な財政状況を確保

地方債の償還期間を20年とし、将来世代の負担が過度に
ならないようコントロールすることなどにより、将来負担比率は

都道府県中 第４位（H30）

9

（単位：億円）

3

（単位：億円）

（単位：％）

（単位：％）



北海道

宮城県

秋田県

福島県

茨城県

栃木県

奈良県

埼玉県

千葉県

神奈川県

新潟県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

三重県
滋賀県

愛知県

京都府

大阪府

兵庫県

群馬県

岡山県
広島県

徳島県
高知県

福岡県

佐賀県

長崎県
熊本県

大分県

鹿児島県
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本県は全国型市場公募地方債を発行している道府県３４団体の中でも、

健全な財政状況となっています。

低
い
ほ
ど
健
全

低いほど健全

将来負担比率（％）

実質公債費比率（％）

10

健全化判断比率の全国的なポジション（平成30年度決算）
２ 本県の財政上の特徴

4
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３ 県債の状況



資金調達の推移

発行額は、平成27年度以降、横ばいとなっていますが、今後は、大型事業の実施に

伴い、令和２年度をピークに増加が見込まれます。

資金区分は、民間資金の割合が高くなってきています。資金調達の多様化を図ります。

12

※ Ｒ１以降の資金区分は未定

３ 県債の状況

5



県債残高

平成29年度の歳入決算に占める県債残高の割合は、全国で低いほうから第9位と

なっています。

13

※ Ｒ１以降の内訳は未定

３ 県債の状況

6

県債残高は、平成25年度をピークに5年連続で縮減できています。

臨時財政対策債を除く県債残高も、平成14年度以降17年連続で縮減できています。

今後、大型事業の実施が見込まれますが、20年以上の超長期年限債を発行し、

公債費負担の平準化を図ります。
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４ 行財政運営計画



平成27年度から平成30年度まで ※平成27年7月策定

平成30年度で実施期間終了したところ、収支改善対策を講じたことにより計画策定時の収支見通しを上回る
基金残高を確保しました。

平成27年度に行った収支試算の結果、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移すること
により、平成30年度末に財源調整用基金が枯渇する見込みでした。

行財政運営計画2015の総括

計画期間

収支見通し及び実績

実 績

15

目標 実績

＜H30年度末＞
財政調整⽤基⾦残⾼ １３５億円 １６０億円

収支改善対策（一般財源ベース） 目標 実績
歳出抑制 投資的経費の抑制 １４５億円 １５６億円

増収

ふるさと納税 ８億円 ２５.８億円
県税の未収額縮減等 ２.５億円 ７.１億円

未利⽤財産の売却 ４億円 ６.２億円
有料広告等 ０.４億円 ０.３億円

財政的工夫 退職⼿当基⾦の活⽤（取崩） ４０億円 ４０億円

計 ２００億円 ２３５億円

４．行財政運営計画

7



収支改善対策（Ｒ元～Ｒ４年度）

行財政運営計画2019（R元～R4年度）

これまでの取組により一定の健全化が図られていますが、時代に即した施策を時機を逃さず実施
していくため、県政運営の土台となる行財政運営を強化します。

16

４．行財政運営計画

（単位：億円）

１ 人材の確保・育成

２ 業務改革・業務改善の推進

３ 時代に対応した組織づくり

効率的かつ効果的な⾏政運営 安定的かつ弾⼒的な財政運営

１ 歳入確保対策の強化
（１）財源の獲得
（２）自主財源の確保
２ 徹底した歳出の⾒直し
３ 持続可能で柔軟な財政構造の確⽴

収支改善対策 ⾦額

増収・
未収対策

〇県有財産の活⽤
〇県税の未収額縮減
〇ふるさと納税の活⽤
〇⺠間企業等の助成⾦の活⽤

13億円程度

財政的工夫
⼟地開発基⾦の活⽤ 120億円程度

⼤規模施設整備基⾦の活⽤ 88億円程度

計 221億円程度

収支不足額、財源調整用基金残高の推移

R元 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

収支不⾜額 21 △32 △19 △4

財源調整⽤基⾦残⾼ 181 149 130 126

8
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５ 本県の近況及び取組



県内各地域で、8月26～29日の９６時間の総雨量が平年８月の月間総雨量の２倍

程度となり、短期間に降った大量の雨により過去２５年間で最大の被害が発生

484

197

0

100

200

300

400

500

600

佐賀市

96時間の総雨量

平年の8月総雨量

（ミリ）

※過去30年の8月の平均総雨量

種別 被害額

公共土木被害 約88億5,050万円

商工被害 約129億5,378万円

農林水産被害 約127億502万円

文教施設 約1億1,083万円

その他公共施設 約263万円

計 約346億2,276万円

被害額（R元.10月8日時点）

人的・住家等被害（R元.10月8日時点）

住民避難 1,095世帯 2,300人 （報告最大値）

人的被害 死者 ３名 重傷（意識不明） １名

住家被害

（１）全壊 82件
（２）大規模半壊 74件
（２）半壊 37件
（３）一部損壊 6件
（４）床上浸水 1,493件
（５）床下浸水 4,052件

豪雨の状況

令和元年佐賀豪雨に係る被害状況
５ 本県の近況及び取組

9



佐賀県に足を運んで
いただくことで、
美味しい食を味わって
いただくことで、
もっともっと元気になります。
ぜひ、安心して佐賀県にお越しください。

被 災・被 害 状 況 対 応

流出した鉄工所の油

９月１０日をもって緊急除去は終了 油被害を受けた住宅は特例的に支援

油が流出した面積は県土のわずか
0.03％ 被害を受けた農作物は出荷しない

有明海への流出はなし 海苔の生産や品質に問題なし

武雄・嬉野の温泉宿の
宿泊キャンセル（風評被害） 大雨による休業なし ふっこう割キャンペーンによる誘客の促進

農地等の被災 激甚災害に指定 補正予算等による迅速な復旧

10

５ 本県の近況及び取組



豊かな観光資源への誘客
外国人宿泊観光客の推移

多言語コールセンター・アプリ、アニメとのコラボレーション企画、映画誘致等、
本県独自のプロモーションを行い、国内外の観光客を誘致しています。

⇒外国人宿泊観光客は
平成26年から平成30年までの過去４年間の伸び率が、約４倍（全国２位）
となっています。

本県の豊かな観光資源へ

多言語コールセンター・アプリ

海外映画・ドラマ誘致

アニメとのタイアップ企画

誘客への様々な取組

唐津くんち バルーンフェスタ

アート県庁日本三大稲荷祐徳神社

ミシュランガイド
福岡・佐賀・長崎
2019特別版
発刊

11

５ 本県の近況及び取組

平成２６年から
約４倍︕

（全国２位の伸び率）



九州におけるゲートウェイ空港としての地位の確立することを目指しています

LCCの拠点空港として着実に発展しています
・佐賀空港は、平成28年1月に愛称を「九州佐賀国際空港」に改め、九州に

おけるゲートウェイ空港を目指し、利用促進に取り組んでいます。
・平成30年度の利用者数は過去最高の８１万９千人(前年度比5.5％増)

となり、６年連続で過去最高を更新しました。

基幹路線である東京（羽田）便を中心としながら、LCCの拠点空港化
が進み、九州におけるゲートウェイ空港としての地位を確立

具体的
取組・目標

東京（羽田）便

１日５往復

全日空

便数

運航会社

上海（浦東）便

週４往復
（月・水・金・土曜）

春秋航空

便数

運航会社

西安便

便数

運航会社

成 田 便

１日１往復

春秋航空日本

便数

運航会社

九州佐賀国際空港の状況

21

0

200

400

600

800

H10 H20 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（千人）
羽田便5便化
成田便就航

上海便就航

ソウル便就航

台北便就航
ソウル便デイリー化

上海便週４便化

目標

✈国内線︓国内ハブ空港との路線を強化
［目標］４路線・1日12往復 ［現状］２路線・１日6往復（令和元年冬ダイヤ見込み）

✈国際線︓アジア地域のハブ空港との路線を強化
［目標］５路線・週23往復 ［現状］３路線・週９往復（令和元年冬ダイヤ見込み）

✈受⼊体制︓空港施設の機能強化
［取組内容］駐機場や旅客ビルの拡張、滑走路延長計画

台北（桃園）便

週2往復
（木・日曜）
タイガーエア
台湾

便数

運航会社

■資料内の便数は、冬ダイヤ以降（R元.10.２７～）

東京（羽田）

東京（成田）ソウル

上海

台北

香港

中京
関西

運航路線（令和６年度末の想定）

佐賀

既存路線
想定路線

平成27年9月、「佐賀空港がめざす将来像」（令和6年度末）を策定し、取組を進めています

週３往復
（月・水・金曜）

春秋航空

ソウル（仁川）便

プサン（キメ）便

新規就航

運休中

ティーウェイ航空運航会社

ティーウェイ航空運航会社

12

５ 本県の近況及び取組



本県では、収量・品質の向上や経営の規模拡大・多角化等により所得向上を図ることで「稼げる農業」を確
立させ、それを新規就農者や担い手の確保・育成につなげていく好循環を生み出すため、「さが園芸生産888
億円推進運動」を核とした取組を進めています。また、技術革新が目覚ましいスマート農業なども取り入れな
がら、農業産出額を1,311億円（Ｈ29）から1,600億円（Ｒ10）にまで増やすことを目指しています。

稼げる農業の確立

22

＜主な取組等＞

全国に誇れる農産物

新品種「いちごさん」 「佐賀牛」

「さがびより」
日本穀物検定協会が
実施する「米の食味
ランキング」におい
て最高の特A評価を
9年連続で獲得。

スマート農業の推進
AIやIoT等を活用したスマート農
業の実証に取り組み、時代に合っ
た新しい農業の姿を佐賀から発信。

ドローンによる農薬散布

統合環境制御技術による単収UP

さが園芸生産888億円推進運動
野菜、果樹、花き、茶などの園芸農業
の産出額を令和10年までに888億円に
拡大することを目標に、県や市町、農
協、生産者が一丸となって展開中。

13
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アジアベストレストラン50の誘致

食による地方創生プロジェクトとしても世界の各都市が注目し、アジア各国から有名シェフや
国際メディアなど約800人が参加して、アジアのレストランのトップ50が発表される
『食のアカデミー賞』 と言われている祭典を日本で初めて開催します。

海外（特にアジア）に向けて、本県の食材や器をはじめ、歴史や文化などの地域資源の魅⼒を
アピールすることで、認知度や評価を国際的に⾼め、ビジネス化やインバウンド観光に繋げます。

日程 令和２年3月24日（火） 場所 佐賀県武雄市（武雄市文化会館）

目的

14
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企業誘致の促進

24

製造業や事務系企業（例えばIT関連、BPO関連）及び本社機能など若者の地元就職やUJIターンを誘引する
多様で魅⼒ある企業の誘致推進に取り組んでいます。

強み・優位性を
生かした誘致活動
強み・優位性を
生かした誘致活動

・⾼速道路、鉄道など九州の
クロスポイント

・アジアに開かれた空港、港湾も充実

抜群の交通アクセス

交通

・人づくりのＤＮＡ
・実直で勤勉な県⺠性
例︓進出企業からの評価「離職率が低く、真⾯目」

人財・雇用

人財

災害が少ない

ＢＣＰ

・安価な地価、賃料、ワンコインリース
・全国トップクラスの優遇制度
・パーマネントスタッフ制度

安⼼の⽴地環境・⽀援体制

＋α

・南海トラフ巨大地震による
政府想定被害ゼロ

・地震、津波が少ない

ターゲット企業 教育機関との連携 誘致実績

＜H30年度実績＞
・進出企業：39件 （新設14、

増設24、本社機能1）
・業種内訳：製造業24、事務系14

：物流業1
・雇用計画：1,306人

○本県に強みや素地がある分野、今後の
成長が見込める製造業
（自動車・航空機、化粧品、医療、半導体、
ロボット関連産業）

○各種産業の成長に必要不可欠となってい
るＩＴ関連産業を中心とする事務系企業

○雇用情勢の改善に伴い企業の人材確保
が厳しくなり、企業誘致における「人財」の
重要度が高まっていることを踏まえ、人財
確保やＵターン促進のため、県内外の教
育機関（高校、大学、短大、専門学校）と
連携

15
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幕末の佐賀藩で最先端技術を研究していた「精煉⽅」のように、本県では古くから
ものづくり・人づくりに⼒を入れてきました。そうしたものづくりを再興するため、これ
まで以上に技能・技術を持つ人が尊敬され、若者が誇りと自信を持ち、ものづくりに
従事する社会を実現し、県内ものづくり産業の振興を図ります。

ＳＡＧＡものづくり強靭化プロジェクトの推進

25

ものづくり人財創造基⾦（H27〜H30）

☆ 佐賀のものづくり企業を知り、佐賀で
働く機運を盛り上げる。

☆ ものづくり企業の底⼒を向上する。

◎ 県内工業系⾼校生のものづくり企業
認知度を15％アップ

◎ ものづくり企業の生産性向上を支援

ＳＡＧＡものづくり強靭化プロジェクト（R1〜R4）
ものづくり人財創造基⾦事業の成果を活かした11の取組

企業のイメージアップ

技術者の育成

技術開発・生産性向上

販路開拓

☆ 働きたい企業を
増やす

☆ 稼げるものづくり
企業を育成する

県⺠への認知度向上

ものスゴ
フェスタ
等

ファクトリー
ブランディング
等

さがものづくり
道場
等

中小企業
海外展開
支援 等

技術開発・
生産性向上
補助⾦ 等

16
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せいれんかた



整備の基本的な考え方と主な施設計画

国スポ・全障スポの開催を契機とした施設整備
国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催を契機として、県民の

夢や感動を生み出す、スポーツの一大拠点を形成するとともに、スポーツ・
文化など様々な活動を通じて、地域の活力を生み出し、新たな本県の未来
を切り拓く「さが躍動」の象徴的エリアとなることを目指しています。
※ＳＡＧＡサンライズパークとは、所在する「佐賀市日の出」という地名にちなんだ名称。

（総合運動場・総合体育館エリアを一体的に呼称）

ＳＡＧＡサンライズパークの整備

26

ＳＡＧＡアリーナ（仮称）・防災拠点施設
メインアリーナは、約8,400席の観客席

◆バレーボール、バスケットボール等のプロ
の試合やコンサート等のイベントが開催可
能な多目的アリーナの整備

ＳＡＧＡアクア（仮称）

国際基準の50mプール

◆競泳、水球、アーティスティックスイミン
グが競技可能な屋内50mプールと飛込
競技を⾏う飛込みプールを整備

ＳＡＧＡサンライズパークの整備イメージ

整備の基本的な考え方
１ 県有スポーツ施設としてのある
べき機能・設備を備えた施設
① スポーツを楽しむ環境を整える

② 競技⼒の向上を支援する環境
を整える
③ スポーツツーリズムを推進できる
環境を整える

２ 支える側も楽しめる施設

３ 多目的な利⽤ができる施設

する

育てる

観る

支える

憩い、にぎわう

17
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夢・感動・誇り

佐賀から世界へ挑戦！

指導者として

新たなステージへ

ア
ス
リ
ー
ト
の
育
成

スポーツ文化の裾野の拡大（する・育てる・観る・支える）

県 民
選 手

佐賀のアスリートを育て、支援します！

アスリート・指導者の
佐賀定着・就職支援

スポーツエリート
アカデミーSAGAを
核に人材育成

練習環境の充実

緒方孝市監督・辻発彦監督

柔道家・古賀稔彦氏

27

フェルナンド・トーレス氏

ＳＡＧＡスポーツピラミッド構想の推進

18

佐賀ゆかりのトップアスリートの育成、活躍、転進を通じて、スポーツ文化（する、育てる、
観る、支える）の裾野が拡大し、さらなるトップアスリートの育成につながる好循環を確立
することで、スポーツの力を活かした人づくり、地域づくりを進めています。

ＳＳＰアンバサダー委嘱

５ 本県の近況及び取組



結婚、出産、子育ての希望がかなう環境を整え、「佐賀で子育てがしたい」と
思われるような佐賀県づくりを推進するプロジェクトに取り組んでいます。

子育てし大県“さが”プロジェクトの推進

28

出会い 結婚 妊娠 出産 子育て

ワークライフバランスの実現

出会いの創造（結婚⽀援等）

◆SAGA未来デザイン事業
◆縁カウンターさが事業 等

安⼼して子どもを産める環境づくり
（妊娠・出産⽀援等）

子育て世帯に寄り添う⽀援
（保育サービス／⺟子医療・福祉等）

楽しく子育てができる環境づくり
（地域での子育て活動等）

子育て応援キャラクター
「さがっぴぃ」

◆子宮頸がん撲滅事業
◆不妊治療支援事業 等

＜取り組んでいる主な事業＞

◆小児慢性特定疾病児童等レスパイト
訪問看護事業

◆「子どもの居場所を支える地域の力」
マッチング強化事業 等

◆子育てタクシー推進事業
◆エンジョイパーク吉野ヶ里

「子育てし大“券”事業 等

◆マイナス１歳からのイクカジ推進事業 等

年少（15歳未満）人口割合
１３．７％ 全国３位！

19
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〈取組んでいる主な事業〉

移住希望者に対し、本県の魅力を伝える情報発信をするとともに、相談対
応・情報発信の拠点として「さが移住サポートデスク」を３カ所（佐賀・東京・福
岡）に設置しています。

こうした取組の結果、平成27年度から移住者数は順調に推移しており、
平成30年には「全国移住希望地域ランキング」では全国第10位にランクイン
するとともに、「幸福度ランキング」も九州第１位になるなど、本県の魅力がど
んどん全国に広がっています。

移住の促進

29

さが移住サポートデスクの運営
佐賀・東京・福岡の3カ所に設置

253 367
636 574

H27 H28 H29 H30

移住者数（人）

人生のS暮らすSAGA
ミニ番組およびテレビCMの放送
KBC九州朝日放送で9⽉〜10⽉ の毎週⼟曜日に放送。

※４年連続視聴率10％達成

佐賀

東京 福岡

20
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30

５ 本県市場公募債について



市場公募債の令和元年度発行計画 シ団構成メンバー

発 行 額 100億円

償還年限 10年（満期一括）

条件決定日 令和元年11月12日

発 行 日 令和元年11月29日

6 本県市場公募債について

発行概要等

個人向販売
SMBC日興証券㈱
大和証券㈱、野村證券㈱

(%)

31

金融機関名 シェア 証券会社名 シェア

㈱佐賀銀行 21.0

野村證券㈱

13.0

㈱みずほ銀行 19.0 大和証券㈱ 11.0

㈱佐賀共栄銀行 2.0

SMBC日興証券㈱

11.0

佐賀信用金庫 1.0 みずほ証券㈱ 8.0

唐津信用金庫 1.0
三菱UFJモルガン・
スタンレー証券㈱ 5.0

伊万里信用金庫 1.0 岡三証券㈱ 1.0

九州ひぜん信用金庫 1.0 しんきん証券㈱ 1.0

㈱あおぞら銀行 1.0 東海東京証券㈱ 1.0

㈱三井住友銀行 1.0

㈱新生銀行 1.0

21
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4,882 4,704
4,539 4,440 4,514 4,442 4,561

4,354
4,433

4,378
4,745

4,510 4,384 4,293 4,344 4,272 4,419 4,255
4,338 4,279

53
58 65

42 41

54 56

40

47
54

0
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

歳入 歳出 実質収支

■ 普通会計決算の推移

歳入・歳出は平成21年度の経済対策により上昇しましたが、緩やかに減少し、

その後はほぼ横ばいとなっています。

実質収支は昭和51年度以降、43年連続の黒字です。

38

歳入・歳出
（億円）

22
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（県税：億円）（億円）

■ 歳入決算の推移

自主財源の比率は４割程度で推移しています。

県税収入は、近年、1,000億円を超えています。

3923
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1,670 1,445 1,345 1,438 1,425 1,295 1,523 1,407 1,437 1,410

1,129
1,063 1,004 863 964 999

905 867 904 870

1,946
2,002 2,035 1,992 1,955 1,978 1,991 1,981 1,997 1,999

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
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4,000

4,500

5,000

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

その他の経費 投資的経費 義務的経費（億円）

1,223 1,244 

636 

644 

1,117 

852 

694 

856 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

人件費 公債費 普通建設事業費 補助費等

■ 歳出決算の推移

性質別の歳出決算の推移 主な経費の推移

（億円）

平成21年度の経済対策により上昇しましたが、緩やかに減少し、その後は

ほぼ横ばいとなっています。

4,745 4,510 4,384 4,293 4,344 4,272 4,419
4,255

40

4,338 4,279
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■ 投資的経費の推移

92,421 86,846 
78,750 75,715 77,875 80,864 

71,166 74,999 78,619 79,078 

33,725 

16,309 

9,662 
32,762 

15,931 
14,771 

10,829 

18,909 7,878 
11,612 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

経済対策 経済対策以外の投資的経費
（百万円）

投資的経費は経済対策等を除き計画的に縮減しており、近年は800億円前後で

推移しています。
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0.302 0.307 0.312 0.329 0.341 0.348 0.346

0.4464 0.455 0.464 0.48 0.492 0.502

0.355 0.357 0.338 0.340 0.349 0.346

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

佐賀県

道府県

類似団体

■ 財政力指数

地方公共団体の財政力を表す指標であり、１に近づくほど財政力が強いとされています。

本県は、東京都を除く道府県全体の平均値よりも低い値で推移しています。

平成29年度では、都道府県中第36位となっています。
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95.2

95.2

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H２１ H２２ H２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

佐賀県

全国

類似県

順位 都道府県 数値

１ 東京都 82.2

２ 愛媛県 90.4

３ 島根県 91.0

４ 和歌山県 92.1

５ 秋田県 92.3

６ 鳥取県 92.7

６ 宮崎県 92.7

８ 熊本県 93.1

９ 佐賀県 93.3

・・ ・・・ ・・・

（※Ｈ29年度）

全国9位

■ 経常収支比率

財政構造の弾力性を表す指標で、比率が低いほど行政需要に弾力的に対応できる
とされています。

平成29年度は、都道府県中、良いほうから第9位となっています。

平成30年度は、0.2ポイント増加しています。 （都道府県順位は未公表）

（％）
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Ⅰ 平成30年度決算等の概要



指標名 28年度 29年度 30年度

実質公債費
比率

本県 10.0 9.6 9.4

類似
団体 13.1 12.2 （未公表）

全 国 11.9 11.4 （未公表）

年 度
３ヶ年
平均値

■ 実質公債費比率

H29

H28

H27

H26

単年度
数値

9.9

9.3

9.8

11.1

10.0

9.6

9.4

実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表すものです。

平成30年度では、都道府県中、良いほうから第8位となっています。

H30 9.1

4428

Ⅰ 平成30年度決算等の概要



（％）

■ 将来負担比率

公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的負債額の

平成30年度では、都道府県中、良いほうから第4位となっています。

標準財政規模に対する比率を表すものです。

45
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Ⅰ 平成30年度決算等の概要



（※）資金不足がないため「－」で記載

指標名
Ｈ３０ Ｈ２９

早期健全化
基 準

財政再生
基 準本県 順位 本県 全 国 順 位

実質赤字比率 － － － － － 3.75 5.0

連結実質赤字比率 － － － － － 8.75 15.0

実質公債費比率 9.4 8 9.6 11.4 6 25.0 35.0

将来負担比率 111.6 4 111.2 173.1 4 400.0 －

事業会計 本県
経営健全化

基 準

佐賀県工業用水道事業会計 － 20.0

佐賀県港湾整備事業特別会計 － 20.0 

佐賀県産業用地造成事業特別会計 － 20.0

（単位：％）

（単位：％）

（※）実質赤字比率及び連結実質赤字比率がないため「－」で記載

■ 健全化判断比率等（平成３０年度決算）

健全化判断比率

資金不足比率

全ての
事業会計で、
資金不足なし
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Ⅰ 平成30年度決算等の概要



122
171

310 288
231

170
110

155
111

241
288

140

221
167 140

95

78
4022

△34
△81 11

11 33 △1 25

△223 △223
81

△53 57 74
103 105

108 93

△400

△300

△200

△100

0

100

200

300

400

H１３ H１４ H１５ H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

臨財債除く

臨財債含む

■ いわゆるプライマリーバランス

公債費（地方債の元利償還金）から県債発行による収入等を差し引いた収支の

バランスのことです。

本県の臨時財政対策債を除くいわゆるプライマリーバランスは、平成13年度以降

１8年連続で黒字を維持しています。

（億円）
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Ⅰ 平成30年度決算等の概要



■ 財源調整用基金

平成30年度末の基金残高（財政調整積立金、県債管理基金、大規模施設整備基金）

は160億円となっており、前年度と同規模の額を確保しています。
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Ⅰ 平成30年度決算等の概要
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前年度と同規模を確保
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Ⅱ 令和元年度一般会計予算の概要



3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

当初 最終

（骨格時当初は６月補正後）

（億円）

（年度）

4,489

■ 予算規模の推移

令和元年度予算は、昨年度当初予算と比較して2.7％の増となっています。

5033

Ⅱ 令和元年度一般会計等予算の概要



県税
886(19.7%)

諸収入
295(6.6%)

その他
545(12.1%)

地方交付税
1,416(31.6%)

国庫
574(12.8%)

県債
612(13.6%)

その他
161(3.6%)

4,489億円

依存財源
2,763

(61.6%)

自主財源
1,726

(38.4%)

■ 歳入予算の概況

5134

Ⅱ 令和元年度一般会計等予算の概要



■ 歳出予算の概況(性質別）

人件費

1,293(28.8%)

扶助費

257(5.7%)

公債費

601(13.4%)

物件費

192(4.3%)

貸付金

228(5.1%)

その他

994(22.2%)

補助

427(9.5%)

単独

406(9.0%)

直轄

75(1.7%)

災害復旧

16(0.3%)
投資的経費

924

(20.5%)

一般行政経費
1,414

(31.6%)

義務的経費
2,151

(47.9%)

4,489億円

5235

Ⅱ 令和元年度一般会計等予算の概要
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Ⅲ 公営企業等の状況



公営企業（病院事業、工業用水道、産業用地、港湾整備）は、資金不足は
生じておらず、健全な経営状況となっています。

※H30決算における数値
※佐賀県立医療センター好生館貸付金特別会計は、公営企業会計分のみ記載 （普通企業会計分は除く）

（単位：百万円）

会計名
総収入

Ａ
総費用

Ｂ
純損益

Ｃ （Ａ－Ｂ）

資金
剰余額

（不足額）

他会計
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

13 13 0 639

377 370 7 2,163

209 207 2 585 0

佐賀県医療センター好生館
貸付金特別会計

佐賀県工業用水道
事業会計

佐賀県産業用地
造成事業特別会計

佐賀県港湾整備
事業特別会計

341 416 ▲75 645 3,258

Ⅲ 公営企業会計等の状況

平成30年度決算に係る公営企業会計の財務状況

5436



第三セクターについては、半数以上の団体の運営状況は特段問題ありませんが、一部、赤字団体
においては、事業の見直しや経営改善に向けた取り組みが進められており、県としても必要な関与
をしています。

経常損益 純資産又は正味資産 県からの出資金 県からの補助金

全団体 （34団体）

赤字団体 （13団体）

（単位：百万円）

土地開発公社 道路公社
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

貸借対照表
資 産
負 債
資 本

経常損益
当期損益

損益計算書

公社の状況

第三セクターの状況

公社・第三セクターの財務状況

（単位：百万円）

土地開発公社及び道路公社は、健全に運営されています。
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１，６６１ １，６７１ １，６８２ ２８，０７５ ２８，２１５ ２８，２４０

３９ ４２ ４２ １８，１８５ １８，３２５ １８，３５０

１，６２２ １，６３０ １，６４０ ９，８９０ ９，８９０ ９，８９０

５ ７ １０ ４６６ ６２０ ７０２

５ ８ １０ ４６６ ６２０ ７０２

５６４ ４８，４９１ １５，５２０ ２，５０１

△１７３ １９，３７２ ６，１０９ １，７１０

Ⅲ 公営企業会計等の状況



56

Ⅳ 地方公会計に基づく財務諸表の状況



■ 平成29年度決算に係る貸借対照表

資産はインフラ資産に係る減価償却累計額の増加等により、前年度と比較し約270億円減少

負債は地方債の減等により、前年度と比較し約71億円減少しています。
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※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

※事業用資産及びインフラ資産の「建物」「工作物」「その他」並びに物品は、減価償却累計額控除後の額。

しています。

38

Ⅳ 地方公会計に基づく財務諸表



お問い合わせ先
TEL : 0952-25-7013 FAX : 0952-25-7292
✉ zaisei@pref.saga.lg.jp

佐賀県 総務部 財政課 公債担当
〒840-8570 佐賀県佐賀市城内 1-1-59

健全な財政状況を維持している
佐賀県の県債です。

ぜひ、ご購入ください。
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